高齢社会における余暇活動に関する一考察-- 団塊の世代が形成するクラブ型余暇社会 -- by 水野 紀男
1.はじめに
我が国の総人口は，2009年8月1日現在で1億2,754万人1）となり，2004年10月1日現在の1億
2,778万人を最高に緩やかな人口減少過程に入っている。今後，長期的に減少傾向は続き2023年に
約1億2,000万人，2044年には1億人を割り約9,996万人となり，2054年には約8,925万人になると
推計されている。一方，高齢者人口（65歳以上）は団塊の世代（1947年～1949年に生まれた者）の第1
陣が65歳に達する2012年には3,051万人となり，2019年には3,500万人を超えると見込まれている。
また，2005年の65歳以上の高齢者人口は，2,576万人であり，総人口に占める割合（高齢化率）は
20.2％と，初めて20％を超え，さらに2007年には2,739万人となり21.5％になっている2）。
一般的に，高齢化している社会はその高齢化率によって，7％～14％ 未満が高齢化社会，
14％～21％未満が高齢社会，21％以上が超高齢社会と区分呼称されている。従って，我が国は既
に超高齢社会に入っていることになる。
高齢社会は人口減少による少子社会でもあり，生産年齢人口（15～64歳）の減少による企業の生産
活動に影響が表れる。国立社会保障人口問題研究所は生産年齢人口が2002年の8,570万人から
2015年には7,730万人（02年対比約840万人減），2025年には7,233万人（02年対比約1,340万人減）に
なると推計している。また，生産年齢人口よりも労働力の実態を表すものとして労働力人口3）がある
が，これも，第2次ベビーブーム以後の出生数の減少による若年労働力の減少と，高齢者の引退の増
加によって減少している。
労働力人口は2002年の6,689万人（年齢構成の内訳:15～29歳が21.6％，30～59歳が64.3％，60歳以上
が14.1％）から2015年には約6,600万人（02年対比約90万人減），2025年には約6,300万人（02年対比
約 390万人減）となる。さらに年齢構成は，15～29歳が17.1％，30～59歳が63.2％，60歳以上が
19.7％と，若年層の労働力が減少して60歳以上の労働力が増加していくという，労働力人口の高齢
化が示されている4）。
経済成長率は，労働者数の増減率と労働生産性の上昇率によって決まるので，労働力人口の減少は，
経済成長率に対するマイナスの影響を及ぼす。1人当たりの労働生産性が現状のまま推移するとすれ
ば，GDP（国内総生産）は縮小していくことになる。さらに，稼ぎ手が減る一方，貯蓄を取り崩して
生活する高齢者が増えると貯蓄率は低下する5）。
このように高齢社会における経済財政面の課題は，社会保障制度（年金，医療，介護）を支える財
政基盤の脆弱化に対する危機感の高まりとなる。高齢社会を克服するために，子育て支援や女性の再
就職支援，高齢者の活用，労働力率6）並びに労働生産性の向上などの施策が必要である。
しかし，一方では人間関係や地域社会における関係性の希薄なことにより，高齢者の不安要素とし
―38―
学苑 総合教育センター国際学科特集 No.835 38～50（20105）
高齢社会における余暇活動に関する一考察
 団塊の世代が形成するクラブ型余暇社会
水 野 紀 男
て健康不安，所得不安，関係性不安などがあげられる。公的年金制度，医療制度並びに介護制度の改
革に対応した社会的枠組みが高齢者の不安を全面的に解消するに至っていないこともあり，より不安
を助長することになりかねない。このような不安を緩和したり解消するための環境整備が高齢社会に
おけるもうひとつの課題である。
高齢社会の構成者間の関係性不安を解消するために，高齢者自らの健康を維持し余暇活動の充実に
より社会全体の活性化を促すライフスタイルを構築することが大切である。また，高齢社会における
余暇活動について，特に団塊の世代が大きな役割を演じることが予想される。団塊の世代とは一般的
に1947年～1949年の終戦直後の第1次ベビーブーム期に出生した世代を指す呼称7）である。この3
年間に毎年おおよそ270万人，合計で約800万人が出生した。これはその直前よりも20％，直後よ
り26％も多い人口構造の膨らみを呈している。
ニューファミリー，ニューサーティ等，ライフステージごとに新しいライフスタイルを築いてきた
団塊の世代が，いよいよ2012年から高齢社会に参入しようとしている。そして彼等はここに至るま
でに「仕事だけでなく，個人の余暇や地域との関係を大切にしたいが，それを個人の楽しみや生きが
いにとどめるのではなく，新しい社会参加の形態として余暇を活かしたいという人生の後半生におけ
るそんな思いが高まっているようだ」8）とレジャー白書では指摘している。
したがって，本稿においては高齢社会における余暇活動について，特に団塊の世代に焦点を当てる。
団塊の世代が高齢社会に参入することにより，どのようなインパクトを与え，どのような効果を余暇
活動にもたらすかを考察する。
2.余暇に関する諸概念（考え方）
2－1 余暇とは
「余暇」を手元の辞書で引いてみると，「あまった時間。ひま。いとま」（岩波書店『広辞苑』第二版），
「仕事をせずに自分の勝手に使える時間。ひま」（岩波書店『国語辞典』）とある。このように1日の生
活時間（24時間）のうち仕事（労働）に関わらない時間で自由に使える時間のことを言っている。一
方，英語対訳の「LEISURE（レジャー）」は「仕事がないこと，手すき，（休息保養に使える）暇，余
暇，閑暇」（三省堂『カレッジクラウン英和辞典』），「余暇，レジャー，暇な時間，手すき，ゆったりし
た気楽さ（気安さ）」（小学館『ランダムハウス英和大辞典』）とあり，「余暇」と「レジャー」が同義語的
に使用されている。もともと「LEISURE」は，「（自由にすることが）許されていること。暇な時間。
何かをする機会（自由）」という意味のラテン語の「LICERE」が語源とされる。すなわち，「1日（24
時間）の生活時間から，生活必須時間（睡眠，食事などの時間）と社会生活時間（仕事や学業）を差し引
いた自由になる時間」という，一種の「時間概念」を表す言葉として，自由時間或いは余暇時間と置
き換えられる。
例えば，観光の定義を観光政策審議会（観光政策に関する内閣総理大臣の諮問機関）の答申からみると，
「自己の自由時間（＝余暇）の中で，鑑賞，知識，体験，活動，休養，参加，精神の鼓舞等，生活の変
化を求める人間の基本的欲求を充足するための行為（＝レクレーション）のうち，日常生活圏を離れて
異なった自然，文化などの環境のもとで行おうとする一連の活動」（1969年4月の答申）とある。さら
に，観光政策審議会の「今後の観光政策の基本的な方向について」においては，「余暇時間の中で，
日常生活圏を離れて行う様々な活動であって，触れ合い，学び，遊ぶということを目的とするもの」
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とし，「時間」，「場所空間」，「目的」の3つの面から規定している（答申第39号，1995年6月2日）。
これにより自由時間と余暇時間を一体的に捉えていることがわかる。（下線筆者）
フランスの社会学者，J.デュマズディエ（1972）は「余暇とは，個人が職場や家庭，社会から課せ
られた義務から解放されたときに，休息のため，気晴らしのため，あるいは利得とは無関係な知識や
能力の養成，自発的な社会参加，自由な創造力の発揮のために，まったく随意に行う余暇の総体であ
る」9）と概念化している。さらにその機能として，①休養（疲労からの回復），②気晴らし（退屈からの
救出，日常的世界からの脱出），③自己実現（自己啓発や「なりたい自分になる」ようにすること）という3
つの類型をあげている。
しかし，余暇そのものの考え方として瀬沼克彰（2002）は「もはや『労働から解放された時間に行
う休息気晴らし自己開発の総称』ではないのだ。70年代に入って，労働と余暇を二元的に分け
ず，同時点で両者をこなす一元的なライフスタイルが若者を中心として急速に台頭してきた。要する
にどこまでが仕事で，どこからが遊びなのかわからないライフスタイルの登場である。（中略）これ
からの余暇とは，『生きがいを創造するための，仕事までも内に取り込んだ独自の価値を持つもの』
であり，それ自身がライフスタイルとなる時代なのである」10）と余暇の中身が変化してきているこ
とを指摘している。
2－2 余暇時間の推計
厚生労働省発表の2007年簡易生命表によると，男性の平均寿命は79.19年，女性の平均寿命は
85.99年である。平均余命は，60歳の男性が 22.54年，女性が 28.06年でいずれも前年に比べて
0.13％～0.14％上回っている。定年退職した毎日が日曜日の60歳の男性の場合，労働時間がないか
ら，余暇時間は生涯生活時間（1日24時間×1年365日×22.54年＝197,450時間）－生理的必要時間（1日
8時間×1年365日×22.54年＝65,816時間）＝131,634時間と計算される。この時間量のすべてを余暇に
投入できないにしても概ね10万時間という厖大な単位の活動枠を保有することになる。
或いは，従来から平均寿命80年を前提にした余暇時間の考え方がある。すなわち，「生涯生活時間
を七○万時間（一日二四時間×一年間三六五日×平均寿命八〇年）とする。生理的必要時間として，睡眠
食事入浴などを三〇万時間とみる。労働時間を二〇〇〇時間×四〇年間で八万時間，これに通勤時
間残業時間を加えて一〇万時間とみることができる。生理的必要時間三〇万時間弱，労働時間一〇
万時間弱，教育時間三万時間と積算すると残りの時間（余暇時間）は三〇万時間ということになる」11）
わけであり，その3分の1は60歳以後に残っていることになる。
図表1はNHKが5年ごとにおこなっている『NHK国民生活調査 2005』の「日本人の生活時間」
を表している。行為者比率は，1日の中で該当の行動を少しでも（15分以上）した人が占める割合，
行為者平均時間（B）は，該当の行動を少しでも（15分以上）した人はその行動に費やした時間量の
平均，全体平均時間（A）は，該当の行動をしなかった人を含めた調査相手全体がその行動に費やし
た時間量の平均，全体標準偏差（A）は，平均値との差をもとに計算された時間量のちらばり具合を
示す値。標準偏差が大きいほど，ちらばりが大きい。ここでは全体平均時間量について算出されてい
る。
平日の行為者平均でみると必需行動（睡眠，食事，身のまわりの用事）には約10時間，拘束行動（仕
事，家事，学業）には4時間～8時間，自由行動（レジャー活動，マスメディア接触）には約7時間を振
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り向けている。なお，レジャー（余暇）活
動は，スポーツ，行楽散策，趣味娯楽な
どに2時間半を充てている。図表1は平日
の生活時間であるが，土曜日や日曜祭日
は拘束時間の裏返しとして余暇（自由）時
間が多くなることが予想される。
2－3 社会性余暇の台頭
これまで仕事と余暇の関係は，労働時間
がまずは生活時間のうえで積極的優先的
に確保され，余暇時間は一番後回しとなっ
ていたことから，余暇を楽しむというライ
フスタイルが定着するまでに時間を要した。
生活水準の向上により国民生活が豊かにな
り，余暇を充実させることにより労働に対
する意欲を高めていこうとする仕事絶対優
先から余暇意識の高まりへの価値観の変化
がみられるようになってきた。
NHKの一般世論調査でも「仕事よりも
余暇の中に生きがいを求める」（余暇志向）
が増えており，「仕事に全力を傾ける」（仕
事志向）が減っている。また，「余暇も楽
しむが，仕事に力を注ぐ」（仕事余暇両立）
が，さらに余暇志向へとシフトしている
（NHK『現代日本人の意識構造（第五版）』
2000）。特に男性の場合，7398年比で仕
事志向は23％の減少に対し，余暇志向は
7％の増加，仕事余暇両立の17％の増
加とともに顕著である（図表2参照）。
さらに，同世論調査2005年度の年層別でみると，男性は「仕事志向」が年齢とともに高くなって
いるのに対して，「仕事余暇両立」は低くなっている。また，「余暇志向」は高年層が他の年層より
も高くなっている。したがって，高年層では「仕事志向」か「余暇志向」かの二極化の傾向がみられ
る。73年では，男性の各年層において「仕事志向」がほぼ50％前後となっており，団塊の世代は第
1陣が26歳で高度経済成長のまっただ中で活躍していたことが窺える。一方，「余暇志向」は高年層
で他の年層より高いのは73年も03年も同じである。これは退職後の余暇を楽しむ姿勢が表れている。
女性は男性と同じように高年層で「仕事志向」と「余暇志向」の二極化の傾向を示しているが，若
年層では「仕事余暇両立」が高い。しかし，高年層の「余暇志向」が男性よりも高いことが特徴で
ある（図表3参照）。
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図表1 日本人の生活時間（国民全体）
平 日
行 為 者 全 体
比 率
％
平均時間
（B）
時間 分
平均時間
（A）
時間 分
標準偏差
（A）
時間 分
睡 眠 99.8 7:23 7:22 1:35
食 事 99.3 1:36 1:35 0:42
身のまわりの用事 97.7 1:08 1:07 0:40
療 養  静 養 7.2 2:21 0:10 0:55
仕 事 関 連 55.3 8:16 4:34 4:41
仕 事
仕事のつきあい
54.9
4.8
8:09
2:03
4:28
0:06
4:36
0:39
学 業 12.2 7:46 0:57 2:46
授業学内の活動
学 校 外 の 学 習
11.4
8.2
6:47
2:06
0:46
0:10
2:17
0:46
家 事 60.0 4:03 2:26 3:13
炊事掃除洗濯
買 い 物
子 ど も の 世 話
家 庭 雑 事
48.6
31.9
13.7
30.8
2:29
1:09
3:07
1:46
1:13
0:22
0:26
0:33
1:44
0:44
1:37
1:16
通 勤 44.4 1:16 0:34 0:56
通 学 12.2 1:09 0:08 0:30
社 会 参 加 6.7 2:15 0:09 0:47
会 話 ・ 交 際 19.6 1:41 0:20 0:59
レ ジ ャ ー 活 動 40.5 2:36 1:03 1:59
ス ポ ー ツ
行 楽  散 策
趣味娯楽（ネット）
趣味娯楽（以外）
7.8
13.9
12.8
17.0
1:48
2:00
1:38
2:30
0:08
0:17
0:13
0:25
0:40
1:09
0:45
1:17
マスメディア接触 94.8 4:42 4:27 3:12
テ レ ビ
ラ ジ オ
新 聞
雑誌マンガ本
CDMDテープ
ビ デ オ
90.2
15.1
44.0
18.3
9.4
7.8
3:49
2:31
0:47
1:09
1:34
1:40
3:27
0:23
0:21
0:13
0:09
0:08
2:44
1:21
0:33
0:36
0:41
0:34
休 息 43.0 1:08 0:29 0:55
そ の 他  不 明 36.4 1:25 0:31 1:05
注:『日本人の生活時間 NHK国民生活調査 2005』
p.214の図表より部分掲載
余暇は従来から指摘されてきたように，心身の休養休息や気
晴らし，さらには自己実現や生きがいといった効用価値を有し
ているが，これらの余暇活動は個人的な能力のみで培われるもの
ではない。周囲の人々とのつき合いや社会との接触関わり合い
の中で実現できるものも多い。
レジャー白書では，「自由時間の大幅増大に伴い，自由時間を
通して積極的に人と社会と関わり，自分の趣味や関心にもとづく
活動が結果的に社会に役立ち，そのことが自らの喜びや生きがいにつながるようになってきた。自由
時間を社会的な資源と捉え，余暇を通じて社会的な課題の解決や，社会的な価値の実現に貢献するこ
とが余暇のもつもう1つの機能（オータナティブレジャー）として期待され，『社会性余暇』という
概念が登場している」12）ことを裏付けている。
したがって，「社会性余暇」は，「自由時間を通して積極的に人や社会と関わり，自分の趣味や関心
にもとづく行動が結果的に社会に役立ち，そのことから自らの喜びや生きがいにつながるような，社
会性を帯びた余暇」13）と定義される。
図表4にみるように，「社会性余暇」に参加したきっかけの問いに対して，（3）「自分の好きなこと
で，おもしろそうだと思ったから」が42.8％（全体）と答えているように，社会性余暇活動の動機は
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図表2 仕事と余暇（性別）
出所:NHK『現代日本人の意識構造』（2000）
図表3 仕事と余暇（年層別）
出所:NHK『現代日本人の意識構造』（2004）
図表4「社会性余暇」に参加したきっかけ （○）は2つまで 単位:％
出所:『レジャー白書 ・99』（1999）p.105の図表33
自分の好きなことや興味が一番にあげられている。次に（4）「友人や知人に誘われ（頼まれ）たから」
が34.6％（全体）となり，活動への参加を促されたことを表している。余暇活動は，本来自主的主
体的な要素が大きいと思われるが，（2）「必要性を感じたので」18.3％（全体），（1）「何か社会の役に
立ちたいと思ったから」13.8％（全体）など，積極的参加の要因がある。（5）「当番制など，地域のき
まりだから」や（6）「昔から住んでいる地域の慣習や行事なので」は，ボランティア活動や社会貢献
活動，地域活動などであり，これらも自由時間におこなう活動という意味では，社会性余暇活動とい
える。
3.団塊の世代の特徴
3－1 人口構造にみる特徴
団塊の世代を広義において，1947年～1951年の5年間に出生した世代と捉える場合もあるが，本
稿においては狭義（一般的）の1947年～1949年の期間の出生者として捉えている。出生数を年度別
にみると1947年2,679千人，1948年2,682千人，1949年2,697千人と各年度270万人弱の出生数を
数え，合計800万人を超えた。
2005年の国勢調査によれば，2005年の団塊の世代の人口は，1947年生まれ2,181千人，1948年生
まれ2,293千人，1949年生まれ2,309千人で合計680万人弱で，全人口に占める割合が5.3％である。
65歳以上の人口は，団塊の世代が 65歳に達する 2012年～2014年の全人口に占める割合が，
24.3％～26.2％となり，2007年に比べて4.7％の増加となる。図表5にみるように2011年以前より
上昇幅が大きくなっている。団塊の世代は我が国の高齢社会を加速する役割も担っている。
3－2 ライフスタイル（意識行動）にみる特徴
団塊の世代の特徴について，堺屋太一（2006）は次の5つ14）をあげている。
・戦争と物資不足を知らない最初の日本人世代
・価値観の変更を知らない世代
・経済成長を享受した世代
・終身雇用と年功序列の職縁社会の中で人生を送り続けた世代
・スター不在の世代
団塊の世代は明治以降，戦争を知らない初めての世代であり，生命にかかわるような物資不足の経
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図表5 65歳以上人口の推移
注:国立社会保障人口問題研究所『日本の将来推計人口（平成18年12月推計）』より作成
験がない。日本は明治維新を境に武士道から欧米思想へ舵を切り，大正昭和になると大和魂や天皇
への忠誠心が高揚されて太平洋戦争へと至った。団塊の世代は，戦後の民主主義の教育を受け価値観
の変更を余儀なくされる経験をしていない。また，団塊の世代は高度経済成長を支える労働力の提供
と共に，その繁栄の果実を享受してきた。それは終身雇用と年功序列の職縁社会15）の中で実現され
たものである。
団塊の世代は子供の頃から数多くの仲間と常に競い合ってきたが，独創的な起業や他人と違った道
を伐り拓くのは不得手であった。
以上，堺屋のあげる団塊の世代の5つの特徴にひとつ加えるとすれば，「人生完熟自己実現の世
代」といえよう。これは，後述する高齢社会を特徴づける要因となりえるからである。
3－3 ライフステージにみる特徴
団塊の世代をその出生から，学校卒業，就職，結婚，出産，子育て，定年退職などの人生の節目に
よって変わるライフステージに沿って概観すると次の6つの特徴16）が見い出される。
・第1次ベビーブーム世代:団塊の世代はその前後の世代と比較して突出した出生数により，その
後の彼等のライフステージで様々な社会現象ブーム（60人学級，プレハブ校舎，受験戦争等）を
呼び起こし，消費動向にも大きな影響を及ぼした。
・戦後民主主義教育世代:団塊の世代は戦前戦中派とは異なる価値観に基づく民主主義教育（男
女平等，個人主義等）を受けてきた。これにより家族形成に新しい現象（恋愛結婚，友達夫婦，核家
族，ニューファミリー，近代家族，専業主婦等）が現れた。
・全共闘世代:団塊の世代は大学在学中において，管理社会や既成の権威に対する反抗である学園
紛争とその挫折感を体験した。60年安保闘争とは違い体制破壊を志したものではなかった。彼
等は卒業するや否や反抗精神を切り替え，モーレツ社員へ変身するのであった。
・消費拡大先導世代:団塊の世代は，自我の形成期に戦後復興から高度経済成長期を歩み，その中
で，「三種の神器」（テレビ，洗濯機，冷蔵庫），「新三種の神器」（自動車，カラーテレビ，クーラーの
3C）と豊かな生活をエンジョイするための必需品を家庭に競って導入した。
・人口移動世代:団塊の世代は高度経済成長期に進学や就職期を迎えたために，地方から首都圏へ
の大移動の主役になり，人口の地域分布等を大きく変えた。
・会社人間世代:高度経済成長末期から安定成長の達成を支えた中心的世代であった。職場におい
ては枢要な地位を占めてきたが，社内における昇進昇格競争が激化する中でポストレスやリス
トラの対象となった受難の世代でもあった。
4.高齢社会におけるクラブ型余暇社会の形成
4－1 余暇社会
自由時間の増大や生活水準の向上などに伴い，健康で生き生きとした生活を送るために余暇活動の
多様化と活性化が不可欠である。とりわけ高齢社会においては，地域における仲間づくりや自己実現
のために諸々の余暇活動への参加意識の高揚が必要である。いわゆる余暇を媒介とした交流社会，す
なわち余暇社会の形成である。余暇社会は，余暇活動によって人と人との結びつきを強め，相互の関
係強化と深化により創造される社会である。
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瀬沼（2006）は，余暇社会の成立条件として次の6つの項目17）を掲げている。
① 余暇時間が労働時間よりも優位に立つ。
② 長期休暇の普及。
③ 労働に従属する余暇から脱皮して，余暇は余暇として市民権を得る。
④ 一部の階級でなく，大衆が余暇を手に入れる。
⑤ 生活の余暇化の進行。
⑥ 余暇の主体的形成。
以上の項目を我が国についてみると，①は，2000年の労働時間と余暇時間の比率が，労働1840時
間に対して余暇2900時間と余暇が労働の1.6倍になっている。②は，年次有給休暇，夏休みなど長
期休暇の普及が欧米各国と比較して遅れている。③は，余暇が労働の疲れをいやし，休息するために
あるという考え方が一般化している。④は，今や大衆規模で余暇を享受している。消費支出全体に占
める余暇関連支出が22.0％18）になっている。⑤は，衣生活におけるファッション性の追求，食生活
における外食比率の高まり，住生活における各種家電製品等の充実で着実に余暇化が進行している。
⑥は，時間，意識（やる気），経済的なゆとり，の余暇の3要素が保持されたとしても，従来の休養
ゴロ寝型の概念から脱却できず，主体的に自己の余暇活動を創造するに至っていない。このように我
が国の余暇社会の実現には，長期休暇を普及させ，余暇を計画的自主的に創造していくことが必要
と思われる。
4－2 クラブ型余暇社会
3－3で概観したとおり，団塊の世代は各ライフステージにおいて経済的，社会的，文化的に大き
な影響力を発揮してきた。就学年齢には教育受験産業を巨大化させ，マンガ文化を開花させた。就
職すれば全共闘から一転し「会社人間」になり，同時に自動車，レジャー，ファッション，外食産業
等の消費拡大の先導役を演じた。さらに結婚すれば住宅産業の活況を促しマンションブームを創出し
た。そして彼等が管理職になる頃は経済大国の牽引車としての活躍があった。
このように団塊の世代は常に消費ブームを各分野にもたらし，新たな市場を形成し，日本経済を発
展させてきた。2012年から始まる彼等の高齢社会への参入によって，アクティブシニア（活力ある高
齢者）市場の広がりが注目される。特に，余暇社会を牽引する役割に期待が向けられる。
高齢社会における関心事は，「孤独の解消」「健康づくり」「社会参加意識の高まり」にある。それ
は生き生きとしたアクティブシニアによる「シニア文化」の誕生であり，年齢を超えて誰もが心と健
康の豊かさを求める「エイジレス社会」であり，人々との精神的なつながりを重んじながら，個人的
な生き方をも大切にする「クラブ型余暇社会」の形成である。
団塊の世代は戦後の高度経済成長期からバブル崩壊に至る期間を「会社人間」という言葉で代表さ
れるように会社への帰属意識が強く，同じ職場に勤める人とのつながりが人間関係の中心となった
・職縁社会・を生きてきた。しかし，退職後は職場との縁が切れた途端に何もなくなってしまう。人
間は何かに帰属しようとする意識があり，これに導くのが ・好縁社会19）である。趣味や考え方を同
じくする同好の士が集って仲間となり，クラブをつくって交流を深めていこうとするライフスタイル
である。
ここにひとつのモデルを示そう。クラブツーリズム20）という旅行会社がその顧客維持戦略として
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「クラブ1000構想」を打ち上げた。親しみを込めた対話を通してお客様の興味を深め，互いに信頼を
育むステージ，それがクラブである。お客様はクラブ活動を通じて自己表現や自己実現を果たすこと
ができ，お客様と共に，クラブをつくり成長させている。
「クラブ1000構想」とは，現在約250あるクラブの数を，将来的に1000にまで拡充させていくプ
ロジェクトで，ある特定のテーマを軸にした，共通の目的を持ったメンバーによる会員組織である。
クラブツーリズムでは「クラブ1000構想」のもとに，好縁社会の創造を目指している。まさに，高
齢社会における希薄な関係性を補完するに十分な効果をもたらしている。
1990年代初頭より，「テーマのある旅」という独自性の高い商品づくりに注力しており，これがク
ラブ型商品（価値志向商品）の原点になっている。旅行の楽しみ方において，顧客志向が成熟の一途
をたどる中，顧客に提供する企画も，「どこに行くか？」といった ・周遊観光型・から，「どこで，誰
と，何を，どのように楽しむか？」といった ・テーマ体験交流型・に変わっていく必要があると考
える。
現在，世界遺産（海外／日本），美術芸術音楽，文化歴史仏教，スポーツ，登山ハイキン
グ，自然健康，食文化，趣味，仲間づくりなどの10のテーマを軸に創られたクラブが，楽しい活
動を繰り広げている。ユニークなクラブとして，・仲間づくり・をテーマにした クラブララ（ツ
アーに一人で参加する顧客だけで構成され，出会いの場を提供するクラブ）や エイジ60サロン（還暦を迎
えた同年代生まれの顧客で構成されるクラブ:丑年楽部，寅年楽部他）などが一例としてあげられる。
このように高齢社会における高齢者層の仲間作りを通して旅文化の創造を図るというのが「クラブ
1000構想」である。すなわち，21世紀社会はアクティブシニア層による「シニア文化」誕生の時代
であり，年齢を超えて誰もが心と健康の豊かさを希求する「エイジレス社会」である。人々との精神
的なつながりを重んじながら，個人的な生き方も大切にする「クラブ型余暇社会」の形成は社会性余
暇活動を具現化する事例といえる。
4－3 高齢社会のキーコンセプト
余暇活動を通して仲間との交流を積極的におこなうことで，社会全体に活力が蘇る。会社人間世代
であった団塊の世代は，企業戦士として経済戦争にまみれてきたが，今後は心身ともに癒しを求めて
余暇生活の充実を目指すことになる。そこで，次のコンセプトが高齢社会の中心軸となるであろう。
① マルチハビテーション21）
（株）東急住生活研究所が実施した「住生活1000人調査（2006年6月）」によれば，リタイア後希
望する住まい方では自然を求めて移住意向が高いのは夫婦のみの男性，逆に夫婦のみの女性は駅近マ
ンションを希望している。また，ファミリーでも夫の田舎暮らし志向と妻のマンション志向と同様な
傾向がみられる。両者の折り合うポイントとして，夫婦ともに都会と自然の豊かな地域などを行き来
する複数地域居住の意向が40％強と高い22）。
また「二地域居住に関する都市住民アンケート調査」の結果と国土交通省国土計画局による年代別
の将来推計人口より，二地域居住人口の将来イメージを描くと，2005年で約100万人（都市人口比
2.5％），2010年で約190万人（4％），2020年で約680万人（17％），2030年で約1,080万人（29％）と
なる23）。
特に農山漁村を中心に定住人口の減少が続く地域においては，高齢化の進行と相まって生産消費
―46―
の縮小が地域経済の活力を削ぐことになる。定住人口の減少をマルチハビテーションや滞在型観光等
による交流人口の増加で補うことによって地域経済を維持する必要性に迫られている。
② 海外ロングステイ
生活の本拠を日本に残したまま，一年のうち数ヵ月を海外に長期滞在するもので，マルチハビテー
ションの海外版ともいえる。2006年の日本人海外旅行者は1,750万人で海外旅行が自由時間活動と
しても一般的に定着している。従来の短期周遊型から比較的長期間を一定の地区（国都市）に滞在
し異文化体験，自己活動の領域を広げるライフスタイルが増えてくる。特に，マレーシア，タイなど
現地における物価水準の低いこともあり年金生活で賄えることが魅力となる。
現地の人との交流の機会方法はさまざまである。散歩道で出会ったり，レストランで隣り合った
席の人と気軽に挨拶を交わしたり，時には自宅で日本文化を簡単に紹介するなどの積極的な交流がロ
ングステイをエンジョイする秘訣である。
③ ロハス
ロハス（LOHAS）とは， LifestylesofHealthandSustainabilityの頭文字をとった略語で，
健康と環境，持続可能な社会生活を心がける生活スタイル24）のことである。一般的には，健康や癒
し環境やエコに関連した商品やサービスに総称される。エコツーリズム，アグリツーリズム，スロ
ーライフ，スローフードツアーなど，環境自然に優しい（環境保護），人間に優しい（生きる喜び），
ゆったりとした時間のある生活を実現できるロハス的生活者に共感共鳴を得る提案力が求められる。
④ スローライフ
スローライフ（SlowLife）とは，生活様式に関する思想のひとつで，地産地消や歩行型社会を目指
す生活様式を指す。バブル経済の時期に，ファストフードに代表される大量生産高速型のライフス
タイルや，モータリゼーションの発達によって都市の郊外化が進み中心市街地の空洞化やスプロール
現象が進行した。一方，有機農産物や地元産の農産物を奨励する地産地消運動により，沈着型でゆっ
くりした生活様式が提唱されるようになった。
5.おわりに
1960年以来の高度経済成長はそれまでの我が国にない価値観の形成と相まって進められてきた。
大量生産，大量消費の正当性，物質的豊穣の重要さ，消費の美徳，合理と効率の第一義性，大規模化
の意義などが工業化文明の正しい価値として導入され，まさにそれによって，我が国の経済が成長し
てきたという現実がある。団塊の世代は，こうした価値観のもとで育ち，また，その価値観を仕事と
生活に具体化することによって最も中心的な役割を果たしてきたのである25）。
しかしながら，1993年のバブル崩壊以降は，団塊の世代と結びついて大量生産，大量消費や効率
性という価値観とそれに基づく社会経済パラダイムの転換が求められるようになった。2007年から
始まった団塊の世代の大量退職による消費経済効果が中期的に15兆円を超え，国内総生産（GDP）
比で年率0.6％の引き上げに相当すると見込まれる。退職後の住宅不動産，金融商品の購入や旅行
消費が活発化することが期待される。特に旅行に意欲を示す団塊の世代の多いことが各種アンケート
で窺える。
2012年以降，順次団塊の世代のアクティブシニアが高齢社会に参入する。従来の高齢者層は，社
会からリタイアした元気のない生活者のイメージが強かったが，団塊の世代が中心となる高齢社会は
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アクティブシニアにより自由感覚を持ったライフスタイルが提唱され，「スローライフロハス」的
発想のもとで高齢社会を牽引していくものと推察される。
厚生白書（2000年）で既に指摘されているとおり，「長年にわたって，知識，経験，技能を培い豊
かな能力と意欲をもつ者として高齢者を捉えていくことが，高齢社会をより豊かに活力があるものと
していくことにつながっていく」26）のであり，これからの高齢社会はこれまでの社会的経済的弱
者としての位置づけから解き放たれるものである。 また，シカゴ大学のハヴィガースト教授によれ
ば，60代以降は「健康増進趣味の深化経済的自立孤独に耐える」といった発達課題を持ち，
老後の豊かさと心の充実を説いている27）。
高齢社会における余暇活動は，自己実現あるいは自己開発という余暇の機能のひとつを果たすべく
「自己開発型余暇」を具現化するものである。さらに，「社会性余暇」の追求とともにクラブ型余暇社
会はこのような環境やテーマのもとで，「人生完熟自己実現」を成し遂げるという高齢社会を特徴
づける形態となる。かつて，団塊の世代は高度経済成長の時代を3C（クーラー，カー，カラーテレビ）
の新三種の神器で支えたが，今後この世代は，心の3C（カルチャー，コミュニティ，クリエイティビテ
ィ）によってスローライフロハス型ライフスタイルを通し，自己実現型ライフステージを創出し，
余暇社会を演出していくことが期待される。
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4） http:/www.8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/index-w.html（『高齢社会白書 平成 18年版』）（2009/12/
04）
5）『経済財政白書 平成17年版』は「貯蓄率は2003年の8％程度から2010年頃にはおおむね3％程度まで低
下する」と予測している（p.236）。
6） 労働力率＝「労働力人口」÷「15歳以上人口」×100
（労働力状態不詳を「労働力人口」（分子），「15歳以上人口」（分母）の双方に含めない）
7） 堺屋太一が1976年に発表した近未来小説『団塊の世代』の中で，「この人口の膨らみは，日本社会の中で
目に見えない『団塊』を構成し，数々の需要と流行を作ったが，同時にまた，彼らが通過した後には多く
の過剰設備と過当競争とを残すことにもなる」と記されたことに由来する。
8）『レジャー白書 ・99』p.102
9）『余暇文明へ向かって』p.19
10）『現代余暇論の構築』p.94
11）『新しい余暇と社会参加活動生涯学習と地域社会⑤』p.59
12）『レジャー白書 ・99』p.98
13）『余暇の新世紀』pp.7475
14）『団塊の世代「黄金の十年」が始まる』p.29
15） 終身雇用や年功序列を基盤とした職場を中心とした社会で，地縁社会，血縁社会の崩壊の危機に対し対極
的に用いられる。
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16）『団塊世代の定年と日本経済』p.56
17）『団塊世代の余暇革新』pp.5156
18）『レジャー白書 2007年版』p.139
19） 平成12年度の国民生活白書で「職縁以外にも多様な人間関係を築こうとする人が増え，同好の士が好みの
縁で集まるという好縁社会への動きが始まっている」と記述されている。
20） 2004年，近畿日本ツーリストからクラブツーリズム事業部門を譲り受け，新会社として発足した。旅行商
品のメディア型販売を確立したパイオニア的存在。
21） 総務省の「交流居住」，国土交通省の「二地域居住」，農林水産省の「都市と農山漁村の共生対流推進会
議のデュアルライフ」等々，それぞれ各省庁の取り組みが目指す大きな方向性は共通している。
22） http:/www.tokyu-jsk.co.jp/thousand/pdf/thousand-01.pdf（2010/01/20）
23） http:/www-vip.mlit.go.jp/kisha/kisha05/02/020311/01.pdf.（2010/01/20）
24） 1990年代の後半にアメリカの中西部，コロラド州ボールダー周辺で生まれた新しいビジネスコンセプト
で，地球環境問題や農薬汚染の問題に危機意識を持ち，オルタナティブな生き方を志したことに由来する。
25）『ニューフィフティーズで市場を拓く調査報告書』pp.89
26）『厚生白書 平成12年版』p.159
27）『新しい余暇と社会参加活動生涯学習と地域社会⑤』pp.5557
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